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持続可能な社会の実現と森林問題解決のために
⽊造住宅に秘められる可能性

⼀般社団法⼈⽇本⽊造分譲住宅協会
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１．協会設⽴の経緯
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2019年10月台風19号（多摩川）

2019年10月に東⽇本を襲った台風19号。
この記録的な大雨は多摩川の水位を上げ、
周辺に深刻な浸水被害をもたらしました。
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⼭の保水⼒の低下

下流の増水の原因の⼀つは上流の⼭の保水⼒の低下です。
杉は地表に浅く広く根を張るため、⻑い間放置すると

⼭の保水⼒の低下につながってしまいます。
5
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保水⼒の回復のために

伐採と植樹を⾏うことによって⼭の保水⼒の
回復を図ることができます。そのためには

国産材の活⽤を推進することが不可⽋です。
6
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「切る」「使う」「植える」「育てる」

国産⽊材の活⽤を推進することによって、
伐採が促進されます。

そして、活⽤した分を植樹し、⼭に還元する
ことにより「使う」⽴場から、森林サイクルの

壁を取り除き持続可能な森林を作っていきます。
7
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協会設⽴の経緯

2019年の多摩川周辺の浸水被害を知ったことをきっかけに、
その地域で⽊造住宅を販売する企業の社会的責任として、

3社で⽇本⽊造分譲住宅協会を設⽴いたしました。
8
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２．世界・⽇本の森林問題（切る・伐る）
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森林が有する主な多⾯的機能

10

・水源涵養（かんよう）機能
⼭に降った雨水を森林の⼟壌が貯留し、川の流量を安定させる機能

・⼟砂災害防止機能
樹⽊が根を張り巡らすことによって、⼟砂の崩壊を防ぐ機能

・地球環境保全機能
二酸化炭素を吸収し、自然環境を調節する機能

・生物多様性保全機能
野生動植物の生息の場となり、遺伝子や生態系を保全する機能
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世界の深刻な森林破壊

11

世界の森林⾯積は、直近の10年間の純減は減速傾向ですが、
この10年間におよそ4740万haの森林が減少しています。

これは、⽇本の国⼟⾯積の約1.25倍に相当します。
30年間では、実に⽇本の国⼟⾯積の約5倍が減少しています。

（単位︓万ha）

FAO︓世界森林資源評価のデータをもとに作成
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⽇本の状況
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⽇本においては状況が世界とは大きく異なります。
国内の森林⾯積は50年以上大きく増減していません。

では、何が問題なのか︖

林野庁のデータをもとに作成
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増え続ける森林備蓄量

平成19年から平成29年の
10年間で約8億㎥増加。
年間にすると平均8,000万
㎥の増加です。⼈⼯林の蓄
積約33億㎥に対し、消費量
は年間でおよそ2,000万㎥。

多くの森林が利⽤できる段
階にあるにも関わらず活⽤
できていない状態です。管
理が⾏き届いていない可能
性もあります。
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森林備蓄量とは・・・森林⾯積とは異なり樹⽊の体積を表す。
樹⽊の成⻑により年々増加するため⽊材の利⽤が進まないと増え続ける。
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二酸化炭素の吸収量の低下
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樹齢50年ほどをピークに、二酸化炭素の吸収量は減り続けるとい
うデータがあります。伐期を迎えた樹⽊は伐採し、新たに若い苗
⽊を植樹することが必要です。
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⽊を切ることによる環境貢献
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⽇本においては、伐期を過ぎた⽊はしっかりと伐採し、
その分の植樹を⾏うことが森林問題解決に大きく寄与します。

また、⽊造住宅に国産材を多く活⽤することにより、
結果的に⽊材の輸入が少なくなります。

このことが世界の森林破壊の解決にもつながります。
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⽊材自給率の推移

昭和30年代に⽊材の輸入自由化が段階的に進められた。
結果、⽊材自給率は下がり続け、平成17年以降は増加傾向

にあるものの、令和2年から再度下降傾向にあります。
令和4年は40％ほどの自給率にとどまっています。
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林野庁「⽊材需給表」

平成17年～21年頃

は国産材供給量に
有意な増加はみら
れず、全体の木材供
給が下がった結果
の自給率増加。

平成22年以降は国

産材供給量の増加
が見られる。
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⽊材需要量と使⽤量の内訳推移

平成21年以降合板の増加、平成26年以降燃料の増加が
供給量増加であり、製材は平成11年からほとんど変わって
いないことがわかる。林野庁目標通り製材の増加が課題。
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国産材を使用した、
合板・燃料の増加に
より、歩留まりが向上
した。

生産量が増えたとい
うよりは、使用用途と
して難しかった部分
の有効活用が始まっ
たという印象。
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３．新たな商流の整備（使う）
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新商流・国産材供給について

19

※大手国内メーカー
を中心に全14社

各会員から向こう
3ヶ月の使用予定
量情報を収集

※2023年9月現在、製品ベースで月間約3,500㎥/月の国産材を供給。
当協会としては国産材供給量を更に増やす為の施策を検討中。

■2021年4月〜新流通がスタート
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トレーサビリティの確⽴

今までの住宅会社は、⽊材の産地を把握することが
困難でした。協会が新たな商流を整備することにより、

どこの材料を使⽤しているか把握することができ、
トレーサビリティの確⽴を⾏います。
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※イメージ

筋交︓⻘森県

間柱︓秋⽥県

梁材︓岩⼿県

⼟台︓福島県
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新流通のメリット（まとめ）

川中（集成材⼯場・製材⼯場）側と直接繋がる事によっ
て、お互いの顔が⾒える取引が実現。

→ お互いの信頼関係の構築（安定的な需要と供給）
→ 生産者側目線と顧客側目線で意⾒交換を⾏う事で

の生産性向上
例）製品の寸法、材料の選定、新商品の共同開発

→ トレーサビリティーの確⽴
・エンドユーザーへの安心感
（この柱はどこの⽊︖の質問に回答できる。）
・企業価値の向上

21
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3階建て 国産材利⽤例

22

建築主
A社
建築地
東京都
国産材使⽤割合
97.4％（トライアル棟）
完成月
2021年2月

注）某会員様の使⽤割合で
す。会員様によって使⽤割
合は異なります。
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⽊材の樹種の詳細
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3階建て 構造図
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3階建て 構造図（凡例拡大）
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切り出された丸太から、集成材⼯場・製材⼯場で構造材料が製造され
、この構造図と材料仕様の表を元に、プレカット⼯場で建物邸別に加
⼯され、現場に届けられます。
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４．持続可能な森林づくり（植える）
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「切る」「使う」「植える」「育てる」

国産⽊材の活⽤を推進することによって、
伐採が促進されます。

そして、活⽤した分を植樹し、⼭に還元する
ことにより「使う」⽴場から、森林サイクルの

壁を取り除き持続可能な森林を作っていきます。
28
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伐採後の植樹率
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伐採⾯積に対して、伐採後も植樹をされた⾯積は令和2年に
増加したものの、年間50％前後となっているのが現状です。
貴重な森林資源を次世代に受け継ぐためには、再造林率を向

上していくことが必要不可⽋です。

林野庁HP抜粋︓https://www.rinya.maff.go.jp/kyusyu/kaigi/kyogikai/attach/pdf/kyogikai_106-14.pdf
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植林活動について（2023年）

30

■苗⽊の寄付（2023年2月）
・秋⽥県︓10,000本 ・⻑野県︓3,500本 合計︓13,500本

秋⽥県での贈呈式 ⻑野県での贈呈式
使⽤した⽊材量から丸太本数を算出して、

使⽤した量以上の本数の苗⽊を
⼭にお返しする活動をしています。
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植樹祭について（2023年）
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■各地域に寄付を⾏った苗⽊を植樹する植樹祭を開催（2023年）

・⻘森県鰺ヶ沢町︓7,500本 ・⻑野県坂城町︓3,500本

⻘森県での贈呈式 ⻑野県での贈呈式

各地域の住⺠の皆様や⼩学校の生徒もご参加いただいております。
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安定した国産材需要の創出

設⽴３社のグループ企業を含めると、
年間の住宅供給棟数は１万５千棟を超えます。

発足して1年半が経過し、賛助会員を加えることができ、
2万棟を超える住宅供給棟数となりました。

国産材の需要を拡大し、活⽤促進に取り組んでまいります。
32

設立3社 賛助会員
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国産利⽤拡大について

33

■住宅ローンの特別優遇⾦利

国産材を住宅へ95％以上活⽤すると
→住宅ローンの⾦利▲0.05％

※住宅を建築されるエンドユーザーへ
もわかりやすいメリットを

今後更なる活⽤を目指す︕
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５．カーボンニュートラル実現のために
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輸送にかかるCO₂削減量

今までは約78％を輸入材に頼っており、輸送に伴うCO₂の
排出量は1,685kgでした。国産材の使⽤割合を約97％に

向上させたA社の場合、排出量は951kgとなり
１棟当たり、734kgのCO₂の削減効果がある結果でした。

35

■ウッドマイルズとは︖
使⽤された⽊材が森林か
ら算出拠点まで運ばれた
距離（1㎥あたりの平均
距離）

■ウッドマイレージCO₂
とは︖
使⽤された⽊材の輸送過
程におけるCO₂の排出量
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国産材に切換えた場合のCO₂排出量
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⾸都圏に入る国産材の主な産地は東北地⽅。建築地までの平均輸
送距離は834km。輸送中に排出するCO₂は951kgとなります。

国産材も、産地－加⼯－建築地の移動距離には配慮が必要です。
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CO₂削減量のイメージ①
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734kgのCO₂排出量は、北海道から⿅児島まで⾞で
走った時のCO₂排出量と同等の量です。
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⽊造住宅１棟が貯蔵するCO₂量
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⽊造住宅業界ができること・・・
⽊造住宅１棟（床⾯積30坪〜32
坪程度）に使⽤される⽊材は、お
よそ20㎥。
およそ15ｔの炭素（CO₂換算）が
貯蔵されています。

協会会員の分譲供給数である２万
棟が全て国産⽊材を使⽤したと仮
定すると、30万ｔの炭素（CO₂換
算）貯蔵になります。

これは⼀般的な４⼈家族の世帯が
年間に排出するCO₂の75,000世帯
分に相当するものです。
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材料製造時の炭素排出量の⽐較
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⽊造住宅はS造住宅に対しておよそ1/3
RC造住宅に対しておよそ1/4となる。

そのため、他構造から⽊造に代替が進むと
CO₂排出抑制に対してより大きく貢献することができます。
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⽊造住宅が秘める可能性

40

⽊造住宅をより⼀層普及させることにより
カーボンニュートラルに近づくといえます。

脱炭素社会の実現に向けて、国産⽊材の活⽤推進は
⽇本全体の課題であるといえます。
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６．中⻑期の取り組み
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林業にかかわる⼈材不足の解消に向けて

林業業界の慢性的な⼈材不足に対応するために、林業を志す若者
への⽀援を⾏い、⾼齢化を迎える現状への対応を⾏います。

42
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合弁設⽴のスキーム概要

43

■2023年4月に設⽴

〜顔の⾒えるサプライチェーンの構築〜
川上から川下まで一気通貫でつながる
協会の新流通を構築。

今後は各都道府県の林業会社様と協業してグ
ループ化を目指す

 発注（※下請・協力業者の１つとして活用）

再造林事業への補助（苗木寄付など）
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林業にかかわる⼈材育成

使⽤機器の取扱い⽅の講習や、
危険を予知するポイントの研修等を実施します。
安全対策を徹底することにより、既存の⼈材を
守るとともに、新たな⼈材の発掘を⾏います。

44
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ご清聴ありがとうございました




